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当社子会社による株式取得（孫会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会におきまして、連結子会社である T.RAD North America, Inc.が、

本年 4 月 1 日に Tripac Interntional Inc.の普通株式及び優先株式を Debt Equity Swap により取

得し、子会社化することを決議致しましたので、お知らせ致します。  

 

記 

１． 株式取得の理由 

 Tripac Interntional Inc.は、米国における ATV 及び Side By Side 向けファン及びファ

ンモータ等の製造、販売が主な業務であり、当社グループの熱交換器の製造、販売に対す

る相乗効果が期待でき、今後の事業拡大、業績向上に貢献するものと判断し、本株式の取

得を決定致しました。 

 

２． T.RAD North America, Inc.の概要 

（１） 名    称 T.RAD North America, Inc. 

（２） 所  在  地 210 Bill Bryan Boulevard Hopkinsville, Kentucky 42240 U.S.A. 

（３） 代表者の役職・氏名 President : 荻原 淳 

（４） 事  業  内  容 熱交換器の製造・販売 

（５） 資  本  金 55 百万ドル 

（６） 設 立 年 月 日 1987 年 5 月 5 日 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社ティラド 100% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と  の  間  の  関  係 

資 本 関 係 当社が同社株式の 100%を保有しております。 

人 的 関 係
当社役員１名及び執行役員１名が当該会社の役員を

務めております。 

取 引 関 係
当社は当該会社と熱交換器部品の売買取引等があり

ます。 

 

 

会 社 名 株式会社ティラド 

住   所 東京都渋谷区代々木 3 丁目 25 番 3 号 

   あいおいニッセイ同和損保新宿ビル 12 階 

代表者名  代表取締役社長       嘉納 裕躬 

       （コード番号：7236   東証第一部）

問合わせ先 執行役員 経理・財務部長  金井 典夫 

(TEL. 03-3373-1101) 



３． Tripac International Inc.の概要 

（１） 名 称 Tripac International Inc. 

（２） 所 在 地 9000 Forum Way Fort Worth, Texas 76140 U.S.A. 

（３） 代表者の役職・氏名 President : Michael Todd Timmons 

（４） 事 業 内 容 ATV, Side by Side 向けファン及びファンモータ等の製造・販売 

（５） 資 本 金 866,277 ドル 

（６） 設 立 年 月 日 1986 年 6 月 11 日 

（７） 大株主及び持株比率 

Stephen W O'Brien 46.9％ 

Badenberg Merchant Finance Ltd. 28.7％ 

DelDav Family Limited Partnership 21.8％ 

その他 2.6％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と  の  間  の  関  係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 当社社員 2 名が当該会社の役員を務めております。

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の 3 年間の経営成績及び財政状態（単位 US$千） 

決算期 平成 26 年 12 期 平成 27 年 12 期 平成28年12期(見込み)

 純 資 産 △6,376 △5,237 192

 総 資 産 3,867 4,211 1,380

 売 上 高 11,550 14,923 13,633

 営 業 利 益 △533 1,128 149

 経 常 利 益 △665 1,035 45

 当 期 純 利 益 26,854 1,138 2,742

 

４． 取得株式数, 取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

―株 

（議決権の数：―個） 

（議決権所有割合）：―％ 

（２） 取得株式数 
普通株式 683,961（取得価格 US$9,758） 

A 優先株式 40,276（取得価格 US$2,510,242） 

（３） 異動後の所有株式数 

普通株式 683,961 

A 優先株式 40,276 

（議決権所有割合）：89.6％  

 

５． 今後の見通し 

今回の株式取得による当社の連結業績に与える影響は、軽微なものと考えております。 

 

以上 


